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近年高齢者人口が急速に増加しており､ 元
気な高齢者に対しても介護予防事業の取り組
みを積極的に実施するポピュレーションアプ
ローチ (population approach) の重要性が注
目されてきている｡ 加齢とともに心身の機能
は低下する傾向にあるといわれている｡ その
ため､ 日常生活のなかで自立的に健康レベル
を維持・向上する行動をとることができるよ
うにすることが必要である｡ また､ 高齢者が
介護予防事業に主体的に参加し､ 継続できる
ように支援していくには､ 介護予防事業に参
加できる自信や自己効力などについて明らか
にすることが必要になると考えた｡ 自己効力
に関する研究は学習や教育､ 慢性期疾患に関
するものが主で､ 高齢者に関するものは十分
明らかにされていない｡ そこで､ ｢自己効力

感｣ について概念検討を行い､ 自己効力感が
高いと目標に向かって積極的に取り組み､ 目
標を達成し､ 困難に立ち向かい､ その困難に
対処することができるという効果的な行動を
起こすことができると考えた｡ これを明らか
にすることにより高齢者が主体的に介護予防
事業に参加することができ､ 健康的な生活ス
タイルの確立への支援につながると考える｡
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自己効力感には一般性自己効力感と課題特
異性自己効力感がある｡ 一般性自己効力感は､
どの行動を起こすときにも関与する自己効力
感であり､ 課題特異性自己効力感は､ ある特
定の行動を起こすときに関与する自己効力感
であり､ 対象者の総合的な自己効力感がみる
ために､ 両者をみることとした｡ また､ バン
デューラ１)は ｢自己効力感は自然発生的に生
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研究の目的は､ 介護予防事業に参加している高齢者の自己効力感を明らかにすることにより､ 高齢者の自
己効力感を高め､ 主体性を持った介護予防事業への参加の支援や高齢者の健康的な生活スタイルの確立への
支援について検討することである｡
今回､ 介護予防事業に参加している65歳以上の高齢者を対象として､ 質問紙調査を実施した｡ その結果､

参加頻度と老人用セルフエフィカシーに有意な差がみられた｡ また､ 自己効力感と遂行行動の達成に有力な
相関がみられた｡ 以上より､ 無理をせず定期的な介護予防事業への参加を促すような関わりや参加者が段階
をおって目標の達成を実感できるような働きかけが重要であると示唆された｡
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じるものではなく､ ４つの情報を通じて自ら
が作り出していくものである｣ としているこ
とから､ [遂行行動の達成]､ [代理体験]､ [言

語的説得]､ [情動的アローザル] の４つの各
情報源を自己効力感の影響要因とし､ 研究の
枠組みを作成した｡
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介護予防事業に参加している高齢者の自己
効力感を明らかにすることにより､ 高齢者の
自己効力感を高め､ 主体性を持った介護予防
事業への参加の支援や高齢者の健康的な生活
スタイルの確立への支援について検討するこ
とである｡ そのため､ 以下の目標を掲げる｡
①対象者がどの程度自己効力感と４つの情報
源を持っているかを明らかにする｡ ②４つの
情報源と自己効力感の関連､ 高齢者の特性と
自己効力感との関連について明らかにする｡
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１. 対象者：Ａ市で介護予防事業の一貫とし
て行われている､ ｢Ｂ体操事業 (以下Ｂ体
操)｣ に参加している65歳以上の高齢者｡

２. データ収集期間：2006年８月上旬～９月
下旬｡

３. データ収集方法：質問紙は基本的に自宅
に持ち帰って記入し､ 次の開催時に回収ボッ
クスを準備し回収することとした｡ 希望に
より郵送での回収も可能とした｡

４. 質問紙の構成：高齢者の一般性自己効力
感を測定するために､ 前田ら２)によって作
成された老人用一般性セルフエフィカシー
尺度を使用した｡ この尺度は､ [行動の積
極性] ５項目､ [失敗への不安] ３項目､
[能力への自信] ４項目､ [体力・記憶力の
維持] ４項目､ [社会的活動への意欲] ３
項目の計19項目で構成されている｡ 回答は､
｢はい｣ または ｢いいえ｣ の２件法であり､
肯定的な回答を1点､ 否定的な回答を0点と
して換算し､ 得点可能な得点範囲は０－19
点である｡ また､ ｢Ｂ体操｣ に参加してい
る高齢者の行動に対する自己効力感を明ら
かにするために独自に作成した課題特異性
自己効力感尺度を用いる｡ 質問項目の回答
として､ ４段階の選択肢を用意し､ ｢まっ
たく自信がない｣ １点､ ｢あまり自信がな
い｣ ２点､ ｢少し自信がある｣ ３点､ ｢とて
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も自信がある｣ ４点とし､ 得点可能な得点
範囲を12－48点とした｡ 尺度作成について
は､ まず高齢者がいきいきと生活していく
ために必要な行動について文献より､ ロー
データを抽出し､ Ｂ体操に参加していると
いう対象者の行動に焦点をあてKJ法により
カテゴリー化した｡ その際に､ 事前調査と
して行ったＢ体操への参加観察によるデー
タも参考にした｡ また､ 高齢者の特徴を考
慮したうえで､ 一度カテゴリーを外してロー
データの見直しを行い､ 必要なローデータ
をもとに新たにカテゴリー化した｡ Ｂ体操
の課題特異性自己効力感尺度は [高齢者に
必要な運動能力を維持・向上していくため
の行動への自信] ４項目､ [日常生活活動
を保持・向上していくための行動への自信]
５項目､ [対人関係・交流の維持への自信]
３項目の計12項目とした｡ さらに､ 【４つ
の情報源】を自己効力感の影響要因として
捉え､ 安酸３)の自己効力感刺激要因尺度を
参考にした【４つの情報源】は､ [遂行行動
の達成] ４項目､ [代理体験] ４項目､ [言
語的説得] ４項目､ [情動的アローザル] ３
項目の計15項目を独自に作成した｡ 回答は､
３段階の選択肢を用意し､ ｢ない｣ １点､
｢たまにある｣ ２点､ ｢よくある｣ ３点とし､
得点可能な得点範囲は15－45点である｡
【対象者の特性】として､ [対象者の属性]
４項目､ [参加期間・頻度] ２項目､ [健康
状態] ６項目の計12項目とした｡

５. データ分析方法：各項目と各カテゴリー
の記述統計量の算出とともに､ 【４つの情
報源】と自己効力感との関連､ 【対象者の
特性】と自己効力感との関連について､ 属
性群間にみる等分散性の検定 (Ｆ検定) と
平均の差の検定 (ｔ検定) による分析を行っ
た｡ さらに､ 【老人用セルフエフィカシー】､
【課題特異性自己効力感】､ 【４つの情報
源】､ 【対象者の特性】について､ ピアソ
ンの相関係数の分析を行った｡ データ分析
は､ 統計パッケージソフト ｢SPSS14.0｣ を
用いた｡

６. 倫理的配慮：研究協力は自由意志である
こと､ 対象者が特定できないように､ 回答
は無記名でよいこと､ 収集したデータは個
人のプライバシーを守るために研究目的以

外では使用しないことを約束するなどの倫
理的配慮を行った｡ なお､ 本研究は高知女
子大学看護研究倫理審査委員会の審査を受
け承認を得た｡
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１.対象者の概要
�����：質問紙を295部配布し､ 256部
を回収し､ 回収率は86.8％であった｡

���	：全対象者の年齢層は､ 65－93歳で､
平均年齢は77.46歳であった｡ 前期高齢者
71人 (28.5％)､ 後期高齢者170人 (68.3％)
で無回答は８人 (3.2％) であった｡

���：男性48人 (19.3％)､ 女性193人
(77.5％) であり､ 無回答は８人 (3.21％)
であった｡


�������：参加期間をみると､ 対
象者の約80％がＢ体操に ｢６ヶ月以上｣
参加していた｡ ｢１年以上｣ は全対象者
の約70％を占めていた｡

������：対象者は､ Ｂ体操に ｢週１
回参加｣ が53.0％､ ｢週２回参加｣ が33.7％
であった｡

２.【老人用セルフエフィカシー】について
(表１)
全19項目回答者163人 (有効回答率：65.5％)

では､ 19質問項目19点満点中､ 平均・標準偏
差は9.13±2.30､ 老人用セルフエフィカシー
尺度の合計得点は０－19点の範囲で､ 最大14
点､ 最小３点であった｡ 項目ごとの平均点は､
｢会合への参加｣ が0.76と最も高く､ 以下 ｢過
去の失敗｣､ ｢決断力の有無｣ の順で高く､
｢仕事への自信｣ が0.12と最も低く､ 以下 ｢知
的能力の衰え｣､ ｢社会貢献できる能力｣ の順
で低かった｡ 特に､ ｢仕事への自信｣ は､ 他
の項目より平均点・標準偏差が低く､ 自己効
力感が低かった｡ 標準偏差は､ ｢会合への参
加｣､ ｢仕事への自信｣ 以外の項目はほぼ同値
であった｡ さらにカテゴリー別の平均は [行
動の積極性] が0.59と最も高く､ 以下 [失敗
への不安]､ [能力への自信]､ [体力・記憶力
の維持]､ [社会的活動への意欲] の順で､
[行動の積極性] の平均点は [能力への自信]
の約２倍であった｡
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３.【課題特異性自己効力感】について
(表２)
全12項目回答者200人 (回答率：80.3％) を

集計した結果､ 12質問項目48点満点中､ 平均・
標準偏差は41.61±6.34で､ 最大48点､ 最小18
点であった｡
項目の平均は､ ｢体操の継続｣ が3.59､ 以下

｢他の参加者との交流｣､ ｢家族・近所との交
流｣ の順で高かく､ 最も低かった項目は ｢外
出への意欲｣ であったが､ 3.20から3.59と各
項目の平均の差はなかった｡
カテゴリー別に見ると､ ３つのカテゴリー

の平均はほぼ近値であるが､ 標準偏差につい
ては､ 0.56から0.63とばらつきがあった｡

４.【４つの情報源】について (表３)
全15項目回答者167人 (有効回答率：67.1％)

では､ 15質問項目45点満点中､ 平均・標準偏
差は35.50±6.01､ 最大45点､ 最小22点であっ
た｡ 項目ごとの平均は､ ｢体操メニューの達
成｣ が2.95と最も高く､ ついで ｢体操の達成
(参加意欲)｣､ ｢交流の達成｣ の順で高かった｡

平均が低かった項目は ｢保健師スタッフから
の支援｣ が1.71と最も低く､ 次いで ｢家族・
近所の人からの支援｣､ ｢体操継続のための情
報 (工夫)｣ の順で低かった｡ またカテゴリー
ごとの平均・標準偏差をみると､ [遂行行動の
達成] 2.82±0.27､ [代理体験]2.20±0.63､
[言語的説得]1.97±0.66､ [情動的アローザル]
2.60±0.52と､ [遂行行動の達成]の平均が最
も高かった｡

５. ＜参加頻度＞と【老人用セルフエフィカ
シー】の相関について (表４)
【老人用セルフエフィカシー】に関する質

問項目の合計の平均を､ 参加頻度別に比較す
ると､ ｢週１回・週２回｣ が9.11､ ｢月１～２
回以下｣ が5.94と有意に高かった｡
なお､ ｢週１回｣ は8.86､ ｢週２回｣ は9.44

点と ｢週２回｣ が高かったが､ 有意差はみら
れなかった (ｔ＝－0.76)｡

６.【４つの情報源】と【老人用セルフエフィ
カシー】の相関について (表５)
【老人用セルフエフィカシー】に関する質

問項目の合計得点と【４つの情報源】の各カ
テゴリーの平均値の相関をみると､ 【老人用
セルフエフィカシー】と [遂行行動の達成]
において､ r=0.41 (ｐ＜0.01) と､ 有力な相
関があった｡ しかし､ [代理体験]､ [言語的説
得]､ [情動的アローザル] と自己効力感との
相関関係はみられなかった｡

７.【４つの情報源】と【課題特異性自己効
力感】の相関について (表６)
【課題特異性自己効力感】に関する質問項

目の合計得点と【４つの情報源】の各カテゴ
リーの平均の相関をみると､ 【課題特異性自
己効力感】と[遂行行動の達成]においてｒ＝
0.48 (ｐ＜0.01)､ [遂行行動の達成] と [日
常生活活動を保持・向上していくための行動
への自信] においてｒ＝0.42 (ｐ＜0.01)､
[高齢者に必要な運動能力を維持・向上してい
くための行動への自信] においてｒ＝0.49
(ｐ＜0.01) と有力な相関があった｡ しかし､
[代理体験]､ [言語的説得]､ [情動的アローザ
ル] と自己効力感との相関関係はみられなかっ
た｡
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Ｂ体操に参加している対象者の自己効力感
について､ 自己効力感の特徴､ ４つの情報源
の特徴､ 自己効力感と４つの情報源との関連
性､ 自己効力感と対象者の特性の関連性の視
点から以下に考察する｡

１. 自己効力感の特徴
今回の研究では高齢者の特性を考慮し開発

されている老人用セルフエフィカシー尺度の
得点率と､ 成人を対象とした一般性セルフエ
フィカシー尺度を使用した研究結果を比較し
た｡ 一般性セルフエフィカシー尺度を使用し
た陳らの研究４)における成人の平均は9.53点
(15点満点) で､ 得点率が64％であったこと
から､ 今回､ 研究対象者である高齢者の持つ
一般性自己効力感は成人の一般性自己効力感
より低いといえる｡ 一般的に高齢者は､ 筋肉
の萎縮､ 筋肉量減少､ 基礎代謝や身体活動の
低下などの身体機能が低下し､ 精神的には不
安､ 絶望感､ 孤独感を抱きやすい状態となり､
環境の変化に対する柔軟性が欠けてくる｡ ま
た､ 竹内５)は､ ｢年をとっていくと身の回りの
ことがだんだんできなくなる､ あるいはやら
なくなることがあります｡ その大きな原因は､
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意欲がなくなってしまうからです｣ と述べて
おり､ 高齢者は加齢に伴う心身機能の低下か
ら意欲の低下を招きやすい状態にあるといえ
る｡ これらの高齢者の特徴から､ 成人の一般
性自己効力感に比べ､ 今回の研究の対象者で
ある高齢者の一般性自己効力感は低かったと
考えられる｡
老人用セルフエフィカシー尺度の合計得点

の平均は9.13であり､ 全対象者の得点率は
48.1％であった｡ また､ 課題特異性自己効力
感尺度の合計得点の平均は41.61であり､ 全対
象者の得点率は86.7％であった｡ このことか
ら､ 今回の研究において【課題特異性自己効
力感】は【老人用セルフエフィカシー】より
高く感じられており､ 介護予防という課題に
対する自信を獲得できているのではないかと
考える｡ また､ Ｂ体操の参加観察時に対象者
から ｢休まずに体操に来ている｣ ｢これから
も体操を続けていきたい｣ などの声が聞かれ､
Ｂ体操への参加意欲や体操を続けていこうと
する姿勢がみられた｡ つまり､ Ｂ体操を行う
ことによって身体機能を維持し､ 介護状態に
陥ることを予防するための行動をとる自信を
持つことができていると考えられる｡

２. 情報源の特徴
������

Ｂ体操は集団で行われている事業である｡
集団で行う特徴として､ 相互作用は言語的な
ものだけでなく､ 非言語的なものも含まれる｡
グループが形成されると､ メンバー同士で人
間関係を基盤にした相互作用が生じると共に､
メンバーとグループの間においても相互作用
が生じる｡ つまり､ 集団で活動することは､
参加者同士が互いに刺激し合い､ グループの
活性化につながるということである｡ このこ
とから､ Ｂ体操は､ 集団で行われているため､
他の参加者との交流の中で､ 参加者が互いに
[代理体験] を得て自己効力感を向上させ､ 集
団として事業を活性化できると考えられる｡
しかし､ [代理体験] について､ 安酸３)は ｢自
分と似たような状況の人ができているのを見
ると､ 自分にもできそうだと思えるが､ 自分
とは違って条件がそろっている人ができてい
るのを見ても､ かえって自己効力を下げる｣
と述べている｡ 今回の研究の対象者において

も､ 対象者によって体力や年齢､ 健康状態､
疾患の有無などの条件がさまざまであるため､
他者から得られる情報が参加者によっては効
果的に [代理体験] として認識しにくい状況
もあったのではないかと考える｡ また､ 高齢
者には ｢１人ひとりの人間の尊厳・価値・自
立性への尊重の念｣ ｢その人の信念に結びつ
き確固たる決意｣ が人間観としてあるといわ
れており､ 高齢者は他者の言動に流されず､
自らを確固たる者として認識していると考え
る｡ そのため､ 高齢者は他者からの情報を
[代理体験] の情報として効果的には得にくかっ
たと考えることもできる｡ 以上のことから､
[代理体験] の平均点が他のカテゴリーより低
くなったのではないかと考える｡
��	
��


安酸による ｢糖尿病患者を対象とした自己
効力感刺激要因尺度を用いた研究｣３)において､
４つの情報源の中でも [言語的説得] の平均
点が他のカテゴリーに比べ低いという結果が
出ている｡ この研究において､ ｢友人や家族
からの 『言語的説得』 は多くのものが経験し
ているが､ 専門家からの 『言語的説得』 の経
験が半数以上のものがほとんど経験していな
いと回答している｣ と述べられていることよ
り､ 友人や家族と比較すると専門家からの励
ましの言葉などの支援が少ないということが
わかる｡ 今回の研究においても､ 保健師・ス
タッフからの支援を示す質問項目 ｢保健師・
スタッフからの支援｣ は､ 同カテゴリー内で
最も低い点数であった｡ Ｂ体操における専門
家的役割は保健師やスタッフである｡ Ｂ体操
は､ セルフヘルプグループとして､ 参加者が
主体的に参加・展開していくことを目標とし
ているため､ 保健師は初回時導入のみの関わ
りであり､ スタッフは高齢者が効果的に安全
な体操を実施できるような指導的役割を担っ
ている｡ よって､ 対象者が保健師から言語的
説得となる情報を得る機会は少ない｡ そして､
参加者に関わる機会の多いスタッフについて
も､ 実施施設によりスタッフの有無・数が異
なり､ ほとんどの施設でスタッフ数が少ない
こと､ スタッフと参加者が関わる時間が短い
ことなどから､ 全ての参加者に対して､ 有効
な言語的説得を行うには限界があると考える｡
そのため､ 保健師はスタッフへの教育的関わ
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りや有効な声かけの指導などをする必要があ
ると考える｡ また､ Ｂ体操参加観察時には､
世間話が主な会話内容になっており､ Ｂ体操
の効果を互いに評価したり､ 互いに励ますよ
うな場面はあまり見ることができなかった｡
以上のことから､ [言語的説得] の平均点が他
のカテゴリーと比べ､ 低かったと考える｡

３.【老人用セルフエフィカシー】と〈参加
期間〉・〈参加頻度〉の関連性
私たちは､ 今回の研究において､ Ｂ体操に

継続的に参加することで､ 高齢者は身体機能
の維持ができると感じ､ そのことが自己効力
感に影響していると考えていた｡ つまり､ 自
己効力感と参加期間には関連があると考えて
いたが､ 今回の研究結果から自己効力感と
〈参加期間〉には関連が見られなかった｡ こ
のことより､ 介護予防事業に月単位で参加し
ている回数より､ 定期的に介護予防事業に参
加していることが自己効力感に関連している
と考えられる｡ よって､ Ｂ体操を始めたばか

りの人､ 継続的に参加している人に関係なく､
毎週定期的にＢ体操に参加してもらえるよう
な関わりが大切であると考える｡ 高齢者が無
理をしてＢ体操に多く参加しても自己効力感
を向上させることにはつながらず､ 無理をせ
ず定期的に参加してもらえるような関わりが
大切であると考える｡

４.【４つの情報源】と自己効力感の関連性
�������	[
���
��]	
�
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今回の研究において､ ４つの情報源のうち
[遂行行動の達成]､ [情動的アローザル] は他
の２つの情報源に比べ得点が高いという結果
が出ている｡ しかし､ [遂行行動の達成] と
【老人用セルフエフィカシー】､ [遂行行動の
達成] と【課題特異性自己効力感】には有力
な正の相関関係が見られた｡ このことから､
介護予防事業であるＢ体操に参加している対
象者に関して､ 体操による効果の実感ではな
く､ 体操に参加することや体操のメニューを
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最後までやり遂げること成功体験が自己効力
感の向上につながるのではないかと考える｡
バンデューラ６)は ｢『遂行行動の達成』 は､ 自
分自身の個人的経験に基づくので､ 可能予期
の最も信頼できる原因になる｣ といっている｡
また､ 加川ら７)は ｢遂行行動の達成はセルフ・
エフィカシーの情報源としては最も強力的な
もの｣ としている｡ これらのことから､ 遂行
行動の達成は､ 自己効力感の影響要因である
４つの情報源の中で最も影響力が強いことが
わかる｡ 今回の研究結果においても､ バンデュー
ラの遂行行動の達成と自己効力感が関連する
という理論と同様の結果を得られたことがい
える｡ さらに､ 高齢者を対象とした４つの情
報源と自己効力感との関連についての既存の
研究はなく､ 今回の研究において他カテゴリー
に比べ平均点が高いことや遂行行動の達成の
みに相関関係がみられたことから､ 高齢者の
もつ自己効力感においても成功体験が重要と
なるといえよう｡ 以上の内容から､ 介護予防
事業に参加する高齢者の自己効力感を効果的
に上げるための関わりとしては､ 遂行行動の
達成､ つまり成功体験への関わりを重視する
ことが必要であると考える｡
�������	 
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自己効力感についてバンデューラ８)は ｢人
は単に刺激に反応しているわけではない｡ 刺
激を解釈しているのである｣ と述べている｡
つまり､ 人は刺激を認知・解釈してそれに対
して行動を起こし､ その認知・解釈の過程に
自己効力感が影響している｡ また､ バンデュー
ラ９)は､ ｢社会的認知理論の前提にイメージ化
することのできるシンボル操作能力､ 予測す
る能力､ 他者を観察することによって学ぶ代
理能力､ 価値観や信念といった自分自身の基
準や自己評価によって行動を調整する自己調
整能力､ 分析・予測・修正などの反省機能｣
をあげている｡ これらは､ ｢自己や他者の体
験から成り行きを予測したり､ 行動をイメー
ジ化するのに必要な能力で､ 自己効力を引き
出す上で重要ある｣ と述べている｡ このこと
から､ 自己効力感を引き出すためには､ ４つ
の情報源だけでなく価値観や信念などが重要
となることがわかる｡ 高齢者の特徴として､
高齢者一人ひとりの生活様式は多様で､ 高齢

者の意識や価値観は多彩であり､ さらに､ 豊
かな経験を持ち､ 人格は完成され個性も豊か
である｡ 今回の研究の対象者が高齢者である
ことからも､ 対象者は個々の考えをもってお
り､ 情報源の捉え方も様々であったと考える｡
そのため､ 同じ情報を得ていても､ その情報
に対する処理や認知が異なり､ 情報源が自己
効力感に上手く結びついている人といない人
がいるのではないかと考えた｡

�������	

１. 介護予防事業への参加継続を促す関わり
自己効力感への影響要因として､ 参加回数

を増やすよりも定期的に参加することが重要
であることが示唆された｡ つまり､ 高齢者が
無理をしてＢ体操に多く参加しても自己効力
感を向上させることにはつながらず､ 無理を
せず定期的に参加してもらえるような関わり
が必要である｡ したがって､ 決められた曜日
に参加できたという達成感の獲得ができるよ
うに事業展開していく必要があると考える｡

２. 情報源への関わり
４つの情報源は自己効力感を作り上げてい

くものであるため､ 平均点の低かった [代理
体験]､ [言語的説得] を得ていくことで高齢
者の自己効力感を高めていくことができるの
ではないかと考える｡ そのため､ 参加者がお
互いに評価しあえる機会を持つことや､ スタッ
フからの声かけにより参加者自身が自分の運
動機能の変化に気付けるようにすることが大
切であると考える｡ また､ [遂行行動の達成]
と【老人用セルフエフィカシー】､ [遂行行動
の達成] と【課題特異性自己効力感】に有力
な相関関係がみられたという結果から､ [遂行
行動の達成] への関わりが必要であると考え
る｡ 参加者が段階をおって目標の達成を実感
できるような働きかけが大切である｡ また､
Ｂ体操に参加することが達成を得ることにつ
ながると考えたため､ 参加者が体操に参加し
ていることを自覚できるように出席簿を活用
したり､ 高齢者が参加しやすいような環境作
りをしていくことが重要であると考える｡
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本研究において､〈参加頻度〉と【老人用
セルフエフィカシー】の間に関連がみられた
ことから､ 自己効力感への影響要因として､
参加回数を増やすよりも定期的に参加するこ
とが重要であることが示唆された｡ また､ [遂
行行動の達成] と【老人用セルフエフィカ
シー】､ [遂行行動の達成] と【課題特異性自
己効力感】に有力な相関関係がみられた｡ こ
のことより､ 無理をせず定期的に介護予防事
業に参加してもらえるような関わりや参加者
が段階をおって目標の達成を実感できるよう
な働きかけが大切であると考えた｡

� �

本研究に当たり､ 快くご協力くださいまし
た対象者の方々､ 施設や保健所の皆様方に心
より感謝いたします｡
本稿は､ 平成18年度高知女子大学看護学部

看護学科看護研究論文の一部を加筆修正した
ものである｡
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